
Ⅱ 台東区バランスシート 

 

１ 作成にあたって 

 

  今年度は、昨年度に引き続いて、総務省の基準に基づき、総務省よ

り提供されたデータを用いてバランスシートを作成しました。 

 

２ 対象範囲等 

 

項 目 内    容 

対 象 範 囲 普通会計（一般会計・病院施設会計・用地会計）

基 礎 数 値 

地方財政状況調査（総務省決算統計）を基礎数

値として算出（ただし、東京都より提供された数

値は様式が現在の形となった昭和４４年度以降の

数値を用いた。） 

基 準 日 平成１８年度末 

 

３ 勘定科目の設定とその内容 

 

【資産の部】 

 

勘定科目 内   容（説 明） 

１ 有形固定資産  固定資産は、地方財政状況調査表（決算統計）

が現在の様式になった昭和４４年度以降の数値

（東京都提供）をもとに、総務省のシステムによ

り減価償却をした数値を計上した。 

２ 投資等 

(1)投資及び 

出資金 

首都圏新都市鉄道株式会社、外郭団体などへの

出資金を計上した。 

 

(2)貸付金 保健福祉修学資金等の貸付等の各種貸付金を計

上した。 

 （3）



 (3)基金 財政調整基金、減債基金を除く全ての基金を計

上した。 

３ 流動資産 

 (1)財政調整基金 

(2)減債基金 

(3)歳計現金 

(4)未収金 

１８年度末残高を計上した。 

１８年度末残高を計上した。 

歳入決算額から歳出決算額を引いた額を計上し

た。 

１８年度決算における収入未済額を計上した。 

 

【負債の部】 

 

勘定科目 内   容（説 明） 

１ 固定資産  地方債の１８年度末現在高と債務負担行為及び

１８年度末に全職員が自己都合により退職すると

仮定した場合における、退職手当の金額を計上し

た。 

２ 流動負債 地方債の１９年度償還元金を計上した。 

 

【正味財産の部】 

 

勘定科目 内   容（説 明） 

１ 国・都支出金 固定資産形成に充てた国・都支出金を計上した。

２ 一般財源等 資産形成に充てた税等の一般財源を計上した。 

 

 （4）



バ　　ラ　　ン　　ス　　シ　　ー　　ト

(単位：千円）

　　　　　借　　　　                   　　方 　　　　　　貸　　　　                   　方

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務費 26,123,498

（２）民生費 45,032,001 （１）地方債 28,555,914

（３）衛生費 18,464,925

（４）労働費 65,426 （２）債務負担行為

（５）農林水産業費 0 ① 物件の購入等 4,203,114

（６）商工費 3,043,219 ② 債務保証又は損失補償 0

（７）土木費 62,045,823 債務負担行為計 4,203,114

（８）消防費 11,467,835

（９）教育費 82,228,319 （３）退職給与引当金 12,431,105

（10）その他 2,022,714

計 250,493,760     固定負債合計 45,190,133

（ うち土地 108,085,662 ）

    有形固定資産合計 250,493,760 ２．流動負債

２．投資等 （１）翌年度償還予定額 4,093,498

（１）投資及び出資金 11,099,975

（２）貸付金 234,742 （２）翌年度繰上充用金 0

（３）基金

① 特定目的基金 17,126,841     流動負債合計 4,093,498

② 土地開発基金 0

③ 定額運用基金 224,000

基金計 17,350,841   負  債  合  計 49,283,631

    投資等合計 28,685,558

３．流動資産

（１）現金・預金 ［正味資産の部］

① 財政調整基金 5,936,850

② 減債基金 4,437,064 １．国庫支出金 13,656,287

③ 歳計現金 2,435,763 .

現金・預金計 12,809,677 ２．都道府県支出金 6,665,419

（２）未収金

① 地方税 900,643 ３．一般財源等 223,486,088

② その他 201,787

未収金計 1,102,430

    流動資産合計 13,912,107   正  味  資  産  合  計 243,807,794

 資  産  合  計 293,091,425  負 債・正 味 資 産 合 計 293,091,425

※債務負担行為に係る補償等 　①物件の購入等に係るもの 4,203,114 千円

　②債務保証及び損失補償に係るもの 0 千円

　③利子補給等に係るもの 1,143 千円

（平成１９年３月３１日現在）


